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広島県地域保健対策協議会 メタボリックシンドローム予防特別委員会

委 員 長　河野　修興

Ⅰ．　は　じ　め　に

　平成20年度から医療保険者に義務付けられた『特
定健康診査・特定保健指導』では，平成24年度まで
の目標値を特定健康診査70％，特定保健指導45％，
メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少
率10％としている。
　厚生労働省の「平成20年度特定健康診査・特定
保健指導実績報告」によると，広島県は全体で33¾1
 ％（全国第39位，全国平均38¾3％）と数値目標30％
を上回っているが，市町国保の受診率は17¾6％（全
国46位，全国平均30¾8％）と低い状況である。
　昨年度，当委員会では他県の先進事例から学ぶ研
修会の開催や医療機関における受診勧奨用ポスター
などを作成するとともに，県内の医療保険者の特定
健康診査・特定保健指導の取組状況を調査した。そ
の結果，特定健康診査の課題として，治療中の人へ
の対応があがった。

　そこで，今年度は，受診率低迷の要因の一つに
なっていると考えられる治療中の者の特定健康診査
受診控えの対策について検討したので報告する。

Ⅱ．　特定健康診査の課題

　県内の医療保険者と県医師会の集合契約による医
療機関での健診受診体制が確保され，医療保険者に
よる積極的な広報活動や受診勧奨がされているにも
かかわらず，治療中の者の特定健康診査受診率が低
い状況が生じている。これは，次のような問題点に
より，医療機関による対象者に対する積極的な働き
かけを困難にしていることによるものと考えられる
（表１）。

Ⅲ．　治療中の者の受診率向上方策の検討

　厚生労働省は，治療中の者の特定健康診査の取扱
いに関して，「かかりつけ医で２～３ヵ月以内に検査
した結果のうち，特定健診の検査項目にあたるもの

表１　問題点と必要な対応など

必要な対応など問題点区分

○医療保険者が，生活習慣病の保健指導などの支援を行う
のであれば患者の役に立つ。
○特定健康診査受診メリット説明のためのツールが必要。
※全国の先進事例では，保険者が治療中の人も含めて生活
習慣病対策を講じているものがある。
 〔例〕⇒北九州市の特定保健指導対象者以外への保健指導

○治療中の者の特定健康診査受診の必
要性が明確でない。
※特に，生活習慣病治療中の者は，特
定健康診査を受診しても特定保健指
導の対象外となる。

治療中の者
のメリット

○３ヵ月前までの診療による検査は，情報提供として，特
定健康診査に含めることが可能であるとされている。
○この場合，医療保険者・医療機関が連携して実施するこ
とになっているが，集合契約の対象外で全国共通システ
ムも使用できないため，次の事項の統一を図らなければ，
事務処理が極めて煩雑となる。
・情報提供様式　　・取扱ルール　　・情報提供料

○集合契約は，全ての検査を行う場合
のみを想定しており，診療で一部検
査を行っている患者の健診に躊躇が
生じている。
※国保連合会・支払基金を介し医療保
険者・医療機関間のデータ管理・請
求などを行う全国共通システムも同
様の想定で設定されている。

一部検査へ
の対応
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については，特定健診の一部又は全部を実施したも
のとして取り扱うことができる。また，検査項目が
不足した場合はその分を追加で行った場合に限り，
特定健診を実施したものと見做すことができる。以
上のことから，過去に医療の一環として実施した検
査項目は治療費として扱うが，後日残りの検査を
行った場合は医療保険者が負担することになる。」と
している（特定健康診査・特定保健指導に関するＱ
＆Ａ集）。しかし，その際の流れ・様式などは示され
ていない（126ページ「参考１」を参照）。
　今回，対象者のパターン３例から関係者のあり方
と必要となるシステムなどを検討し（表２），「特定
健康診査情報提供票」によりかかりつけ医での特定
健康診査の検査項目の検査結果を医療保険者が入手
するための『特定健康診査情報提供票』（例）と実施
のための医療保険者・対象者・医療機関の流れ（案）
を作成した（資料１～３）。

Ⅳ．　特定健康診査・特定保健指導における 
医療保険者の取組状況調査　　 

　平成21年度の特定健康診査・特定保健指導の実
施状況と委員会で検討した資料１～３に関する医療
保険者の考えに関する調査を実施した（平成22年12
月）。
　・調査時期：平成22年12月21日～
　　　　　　　平成23年１月６日
　・調査方法：郵送・メールなどによる質問調査
　・調査対象：県内の主な被用者保険・国民健康保

険組合（広島県保険者協議会構成団
体55）

　・回 収 率：92¾7％（回収数51：市町国保23，被
用者保険・国保組合28）

　調査結果の概要は，次のとおりである。
⑴　平成２１年度特定健康診査・特定保健指導実施
結果（法定報告）
　ア　特定健康診査受診率は，全体平均は 31¾3％

で，市町国保が17¾9％で最も低く，平成20年
度と比較し受診率向上には至っていない。

　イ　特定保健指導終了率は，全体平均は 15¾1％
で，市町国保が29¾2％で最も高く，平成20年
度（全体8¾6％，市町国保18％）より終了率は向
上している。

　ウ　特定健康診査・特定保健指導ともに，啓発や
体制の課題が多く，市町国保では，治療中の人
の受診勧奨の検討が必要であると考えている。

⑵　特定健康診査相当の検査結果証明書の提出の状
況
　ア　証明書提出を「求めている」は，市町国保の
17¾4％（4保険者）で，その内容は，住民に職場
健診・人間ドックなどのデータ提出であるが，
提出件数は，年間10件に満たない状況である。

　イ　全体の92¾2％が，証明書の提出を求めていな
いが，「求めていない理由」は，治療中の人への
確認を行っていないことや体制不足（対象者把
握・医療機関との連携・経費など）によるもの
などである。

表２　対象者別の関係者のあり方と必要となるシステムなど

必要となるシステムなど関係者のあり方対象者のパターン例

○患者勧奨用のリーフレット
など　⇒資料１

【患　　者】診療機会に合わせて特定健診受診
【医療機関】患者に特定健診受診勧奨
【保 険 者】健診結果に基づき，保健指導の実施や

経年データの情報提供などの支援

【Ⅰ】３ヵ月以内に，特定健診
の検査項目を実施してい
ない（主に生活習慣病以
外の患者）。

○情報提供の流れのルール
　　⇒資料２
○情報提供に使用する共通様
式の作成・情報提供料設定
　　⇒資料３
※患者のメリットが少ないた
め，経費の患者負担は困難

【患　　者】保険者への情報提供に同意
【医療機関】情報提供の方法により，保険者に報告
【保 険 者】健診結果に基づき，保健指導の実施や

経年データの情報提供などの支援

【Ⅱ】３ヵ月以内の診療で，特
定健診の検査項目を全て
実施している（主に生活
習慣病患者）。

【患　　者】保険者への情報提供に同意し，診療機
会に合わせて残りの特定健診受診

【医療機関】患者に特定健診受診勧奨して残りの特
定健診を実施し，情報提供の方法と合
わせて，保険者に報告

【保 険 者】健診結果に基づき，保健指導の実施や
経年データの情報提供などの支援

【Ⅲ】３ヵ月以内の診療で，特
定健診の検査項目を一部
実施している（主に生活
習慣病患者）。
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⑶　当委員会の検討結果を参考にして，医療機関か
らの「情報提供」により，データを入手する方法
への取組希望
　ア　「取り組みたい」は，全体の58¾8％（市町国保

22，被用者保険・国保組合８）である。
　　契約形態：「集合契約」を，96¾7％（市町国保

22，被用者保険・国保組合７）
　　開始時期：「24年度から」44¾8％，「23年度か

ら」31％，「23年度途中から」20¾7％
　　保健指導の実施：「実施可能」が，市町国保は，

85¾7％（18保険者），被用者保険・国
保組合は50％（５保険者）

　イ　「取り組まない」は，39¾2％で，その理由は，
受診者や実施機関における混乱への懸念や事務
処理・財政的な問題，他の取組を強化するなど
であった。

⑷　生活習慣病などの治療中の者に対する保健指導
の状況
　ア　「実施している」が32％（市町国保７，被用者

保険・国保組合９）である。
　イ　「対象者の選定・保健指導方法」は，被用者
保険・国保組合は，主に産業医による選定・希
望者に対し，産業医・保健師などの面接で保健
指導を実施している。市町国保は，主に主治医
やデータからの選定で，保健師が家庭訪問や糖
尿病予防教室・運動教室などにより実施してい
る。

⑸　当委員会の取り組みへの意見など
　 （委員会の検討中資料に関すること）
　ア　実施体制・実施内容・情報提供料などの詳細
な検討をする必要性がある。

　イ　医療保険者は予備群（未治療者）への保健指
導に特化するなど，特定健診・保健指導の制度
全体の枠組みの見直し・検討を要望する。

　 （委員会の取り組みへの感想）
　ア　主に市町国保から，「治療中の者への特定健

診の実施については，対象者からも医師からも
理解が得られにくく，保険者としても受診勧奨
できにくい状況にあるため，このような方法で
データ収集ができたら，健診費用も対象者の負
担も少なくて済み，メリットは大きい。」，「集合
契約でこの取り組みができれば画期的」などの
意見がある。

　イ　一方で，治療中以外の人の受診率向上や特定

保健指導の充実など治療中以外の対象者への体
制整備の必要性への意見がある。

Ⅴ．　考　　　　　察

⑴　特定健康診査受診率は，平成20年度実績報告
（全体平均33¾1％で，市町国保17¾6％）と今回の
調査結果の平成21年度実施結果（全体平均31¾3 
％で，市町国保17¾9％）を比較すると２年連続受
診率が低迷している可能性がある。
⑵　被用者保険と市町国保の違いとして，被用者保
険の被保険者については，労働安全衛生法による
受診のデータ授受により，受診とみなされるが，
市町国保は，対象者のほとんどが特定健康診査を
受診しない限り受診したものとみなされないこと
によると考える。また，被用者保険の被扶養者に
ついても市町国保と同様と思われる。
⑶　各医療保険者は，特定健康診査の未受診者に対
して制度の周知や受診勧奨の強化を図っているが，
市町国保や被用者保険の被扶養者の未受診者は，
生活習慣病などの治療中の者が多いと推測され，
受診の必要性の認識が低いため，対策に苦慮して
いる。そのため，今回の当委員会の検討結果（新
たな提案）に対して市町国保を中心とした医療保
険者が，今後の取組みを希望したものと考える。
⑷　また，取組みを希望する医療保険者のほとんど
が県内での集合契約を要望している。今後，当委
員会での検討結果を踏まえ，実施を希望する医療
保険者が中心となり，実施体制・実施内容・情報
提供料などの詳細について，関係団体と協議を重
ね，治療中の者の健診結果の情報提供体制が確立
されることを期待する。そのため，今回の結果を
広島県保険者協議会へ報告し，この取り組みを提
言していきたい。
⑸　生活習慣病治療中の人は，特定保健指導の対象
外であり，治療中の人への保健指導は医療保険者
にとっては任意となっているが，独自の取組みを
実施している医療保険者もある。これは，治療中
断や不適切な生活習慣により重症化し，患者の
QOL（生活の質）や医療費へも大きく影響するた
めと考えられる。医療機関からの「情報提供」に
より，データを入手する方法は，治療中の人の健
康状態把握や医療機関との連携にも役立つと考え
る。
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Ⅵ．　ま　　と　　め

　当委員会の検討結果（新たな提案）は，従来の
「特定健康診査受診」に加え，かかりつけ医などでの
既存の検査データを活用する新たな選択肢として患
者の検査などの負担も少なく，実施に至れば受診率
向上などへ寄与は大きいため，今後は医療保険者を
中心としたさらなる具体化への取り組みが必要であ
る。
　この研究結果を県内の医療保険者，広島県保険者

協議会，市郡地区医師会などの関係先に報告し，取
組の具体化が図られるようにしたい。
　「特定健康診査・特定保健指導」は，生活習慣病
対策の一部であり，特定健康診査の受診率向上のみ
が最終目標ではないが，今回は受診率低迷という一
つの課題を通して，医療保険者と医療機関の連携の
あり方を検討し，一つの方向性を導きだすことがで
きた。今後も行政・医療保険者・医療機関が課題を
共有し解決策を検討し，一体となって具体的に取組
むことで県民の健康の保持・増進に繋がると考える。
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資 料 １
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資 料 ２
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資 料 ３
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参 考 １
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資 料 ４
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〔回答の記載内容：理由・意見・感想など〕
  
1　平成21年度特定健康診査・保健指導実施結果（法定報告数）
  

○特定健康診査受診率・特定保健指導終了率についての考え（低い要因，今後の方策等）

〈特定健康診査〉

【市町国保】

①啓発・個別勧奨・体制などの検討が必要

健康診査に対する関心が低い。制度周知が徹底できていない。年齢によっては仕事などに
より受診が困難。未受診者に対し，次年度においても電話勧奨を実施していく。

1

電話勧奨や家庭訪問の結果，治療中という理由で自分で判断して受診しない傾向がある。
毎年受診することが定着していない。人間ドックの利用が多い。今後の方策として，毎年受
診や健診結果の送付依頼を周知の予定。

2

若い人は，「元気だから」，「職場で受けているから」という未受診理由が主に聞かれます。職
場健診とのデータ連携も必要だと思います。また，毎年継続して受診する人を増やすために
フォロー体制を充実していきたい。

3

要因：医療機関に既に受診中の人への勧奨方法。老人の受診率の低さ。検査内容が少な
い。医師の健診への理解度が今ひとつである（必要性を感じていないのではないか）。
方策：電話以外での通知による勧奨の強化。

4

健診の必要性が理解されていない。（特に現在通院中の人や若年者）5

未受診者へのアンケート調査では，医療機関にかかっていることを未受診の理由としている
回答が多かったですが，アンケート自体の回答率が低い，重要性についての理解が低いこ
とが大なる要因ではないかと考えられます。今後は訪問等個別に勧奨を勧めようと考えてい
ます。

6

「年に一度は健診を受ける」という意識が町民に根付いていないこと。特に40～50歳代の若
い年代の健診受診意識が低い。治療中の患者は主治医からも健診を受けなくてよいと言わ
れることが多く受診の必要はないと思っている割合が高い。
かかりつけ医などで特定健診相当の検査を受ける場合の方が患者にとって安価でしかも食
事制限等もなく受けることができるので対象者が健診のメリットを感じにくい。→　今後，自己
負担の軽減を検討する。

7

平成20年度の32.6%より増加傾向にあるものの目標を大きく下回っている。医療機関未受診者
など対象を絞って電話勧奨をしていく。

8

平成22年度は特定健診の個別通知発送，電話受診勧奨，健診詳細項目の追加9

特定健診未受診者に対する電話による受診勧奨を検討している。10

特定健診は，基本的な項目の中に，心電図や眼底検査が含まれていないということも一因で
あるが受診率が低い。また，女性の受診者をみると，子宮がん，乳がん検診は受けても特定
健診は受けていない者が多いので，女性のがん検診との併設を来年度実施予定。仕事等で
平日受けにくい人を対象に休日健診を実施予定。

11

平成21年度受診率は平成20年度32.19%に比べ約2ポイント減少していますが，これは新型イ
ンフルエンザの流行による受診控えが影響したと考えています。また，健診項目が少ないこ
とも受診離れに影響していると考えられます。

12

受診率が低いのを何とかしたい。13

当市の平成21年度の受診率の目標値は50%のため達成できていない。どのようにすれば受
診率がアップするか教えていただきたい。

14

②治療中の人の受診控えに対する対策が必要

要因:制度開始前から受診率が低く，積極的な健診受診の環境がない。アンケート結果から
は，未受診の理由に医療機関で治療中または，定期的に検診を受けている及び他の健診を
受けている方が多く，その背景としては，体調が悪くなったらすぐ病院で診てもらう。及び人
間ドックなどもっと詳しい検査を受けたいという意識がある。
方策:個別通知（受診券送付時），各種広報。地域に根ざす健康づくり事業にて，地区組織と
協働で啓発。特定健康診査受診促進事業にて，特定健診の未受健者かつ医療機関未受診
者に対して文書・電話・訪問による勧奨。節目年齢特定健診受診案内事業にて集団健診の
先行予約を受け付ける。

1

対象者の40%近くが治療中で受診控えがある。また特定健診結果の多くが受診勧奨値のた
め，次年度は治療中となり受診につながっていない。特定健診の周知不足である

2
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未受診者のうち，通院中の者が約50%を占めており，通院中の者の受診を勧めない限り受診
率向上は見込めない。⇒　他の未受診者へは文書，電話等さまざまな勧奨を尽くしている。

3

集団健診の機会が少ないため受診者が少なく，個別健診が9割以上を占めている。定期的に
通院している者は特定健診の必要性を認識していない。また，制度の周知方法がパンフ
レット配布，広報紙掲載のみであったため。

4

治療中の者を特定健診と結びつけるのが難しい。働いている者も多く，事業所での健診と重
複し，特定健診の受診に結びつけることが難しい。

5

離島であり島内にある医療機関は医師会の集合契約に加入しておらず，集団健診だけで対
応していた。島内のかかりつけ医で定期的に検査している人が多く健診意識が薄い。

6

特定健診外で健診を受けた方に，どのようにして健診データを提供してもらうか。医療機関
受診者に対しての特定健診の位置づけ。

7

③その他（対策により成果あり）

地区の保健委員を通して，全戸配布で申込みを受け付けている。総合健診でガン検診と同
時実施している。これにより一定の成果が出ている。

1

【被用者保険・国保組合】

①被扶養者の受診率向上方策（啓発・他の健診との連携・未受診者への受診勧奨等）の検討が
必要

被扶養者の特定健診受診率が低い。⇒被保険者を通じて，受診促進の啓発活動を実施。
（機関紙・ホームページへの掲載，メール送信など）

1

今後の課題は被扶養者の受診率向上施策の推進2

被扶養者の受診率を高める方法，補助金等を検討中3

集合契約における受診率が低下している被扶養者への個別の受診勧奨通知が必要4

被扶養者は指導対象者が少ないことから現状の方法を踏襲する。5

被扶養者については保険者における取り組み不足6

被保険者は概ね受診しているが，被扶養者の受診が進んでいない。特に受診券を用いた受
診。理由は家庭にまで啓蒙・周知が届いていない為と思われ，今後周知の方法を再考した
い。

7

被保険者については，事業主と一体となり受診を進め受診率を上げることはできるが，被扶
養者に対する啓発がむずかしい。

8

被扶養者については多額な納付金支払により収支バランスが崩れ，実施経費が捻出できな
かった。平成22年度から開始した。

9

被扶養者の受診率アップが課題。被扶養者パート勤務先での健診結果の提出がスムースに
行われるような方策の検討。

10

被扶養者については，事業所を通じて勧奨していくと同時に健保組合からパンフレット等を
配布していく。

11

被扶養者への一層の周知徹底が必要である。次年度は受診券発送時に特定健康診査を併
せて実施する市町のがん検診の日程表を同封することを検討する。

12

被扶養者の特定健診が低迷。市町の住民健診の場での受診者約 2,100名と低位にとどまっ
ている。制度の分かりにくさと，自己負担額，検診項目の魅力のなさ等が要因として考えられ
る。協会が実施する集団健診の拡充と市町とのがん検診同時実施などの連続強化が必要。

13

当組合では個別契約に基づく生活習慣病予防健診及び人間ドックに特定健診を含めて実施
しているが，組合員家族（被扶養者）の受診が低調なため更に制度の周知を図る。

14

年々受診率は下降傾向にあるが，これといった方策が見つからない。来年度の受診券は該
当者へ直接送付することも検討している。

15

今後の方策:年度中途に未受診者に対し受診勧奨する。16

被扶養者に対して：未受診者の原因を調査予定（アンケート等）です。17

被爆者健診に併せて特定健康診査の同時実施を促進させる。治療中の人に係る診療内容を
把握等し，特定健康診査の受診率に反映させる。

18

②健診項目・内容の検討が必要

空腹時血糖でなかった為，データ欠落となり受診率に反映されなかった。平成22年度から
HbA1cに変更したので，受診率は一気に上昇する見込み。

1

検査内容が人間ドック等と変わらないため受診率が悪いと思う。機関紙等でPRする。2
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被扶養者については，共済組合から送付する特定健診受診券利用または被扶養者ドック受
診による方法で実施しているが，受診率は高くない。その要因としては，事業主の実施する
健康診断と比較し検診項目が少ないこと，受診期間を長く設定していることから忘却するこ
と，自分で検診機関を選択し予約する手間がかかることなどが考えられる。対応としては，受
診勧奨の回数の増（受診期間終了の2か月前に再度勧奨）を予定している。

3

被扶養者への周知不足や健診項目の内容が人間ドック等に比べ薄い。がん検診などは各自
治体が主体となっており，今後は総合健診として一本化した方が受診者にとって魅力的な内
容になると思われる。

4

目標受診率には達しなかったが近い数字であるし，来年は検診項目も増やすので，更に受
診率を向上していきたい。

5

③事業主健診のデータの授受の強化

被扶養者の受診率が低いことも影響しているが，今後は，さらに被保険者の受診を呼びかけ
るとともに，事業主健診のデータの提供を受けるなどして目標の７０％を達成したい。

1

被保険者については，事業主が行う健康診断等と併せて実施しているので，受診率は高く
なっている。

2

被保険者は定期健診（安衛法）の成績を確実にデータ化を行うことでほぼ１００％を目指す。3

④その他（100％を目指す・計画通り実施中）

100%を目指す。1

計画通りに実施できている。受診率について問題はないと考える。2

当初の計画どおり順調に推移している。3

予想通り4

被保険者については，このまま維持していきたい。5

計画通り実施している。6

 

〈特定保健指導〉

【市町国保】

①保健指導の体制（日時・内容・周知等）の工夫

要因：２年連続の利用者が少ない。アンケート結果からは「日程・時間が合わない」「健康だ
から」「やる気が起こらない」が多い。
方策：電話による勧奨（平成22年度予定）

1

対象者へ参加意向調査を事前に実施しているが，自身の体について改善しようとする意識
がないためか利用率が低い。次年度においても意向調査段階で未回答，不参加者に対し，
電話勧奨を実施していく。

2

特定保健指導の認知度が低く，2回目以後の利用が低下している。3

健診を受けて自己流で改善策を実行している人，既に利用券送付時には改善している人も
多い。継続してデータをみていきたい。利用券発送の迅速化を進めてほしい。みなし利用
券を手作業で出しているが非常に煩雑なため。

4

健診受診後，利用券発行，指導利用迄の期間が個別健診3カ月，集団健診4カ月必要となり，
健診結果通知後のタイムリーな指導が出来にくい。今後の方策としてグループ支援や運動の
実技等を含め利用者増加の方法を探っていく。

5

検査値に危険性を感じていないため保健指導に関心がない。早期からの生活習慣病予防の
意義をPRする必要がある。担当課が決めた日程に受講できない者もいるので，対象者の都
合に合わせた指導（訪問等）について検討する必要がある。

6

電話や訪問などにより終了率は伸びており，これらを続けていくとともに，特定保健指導を受
けるメリットを周知していく。

7

これまで直営による実施では，マンパワー不足により積極的な勧奨ができていなかったため
実施率が低かった。平成22年度から一部委託により実施しており，今後もより充実するよう取
り組む。

8

要因：同じ人が対象者としてあがってくることが多い。→　魅力あるプログラムの開発，指導
者のスキルアップが必要。（改善していない。支援終了後に行動変容をやめてしまって逆も
どりなど）

9

保健指導の必要性が理解されていない。悪くなれば病院へ行けば良いと思っている人が多
く，予防に対する意識が低い。

10
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平成21年度法定報告の中には，平成20年度特定保健指導利用者（平成20年度法定報告に
未登録であった者）が含まれるため38.59%と高くなっていますが，実際には20.13%（60人/298
人）であり，平成20年度26.16%（90人/344人）より低くなっています。保健指導のリピーターが
増えるような工夫，保健指導へのプラスイメージの啓発をしていく必要があると考えていま
す。

11

参加動機を高める教室内容の検討不足や血圧降下剤等の服薬中の者を指導しても対象外と
なるため終了率が低いと考える。

12

内容の工夫（運動メニューなど個々人の取り組みやすい工夫など）13

従来の基本健診と異なる制度であることが住民に理解されづらい（受診できる条件）または保
健指導についてはメタボ基準と指導レベルが異なることも混乱し自分が対象としての自覚が
ない。なので当然自覚症状なく指導を受ける意識が低い。

14

積極的支援の利用者が少ないため，利用者を増加させる方策を検討中である。15

特定保健指導の対象者は働いている者も多く「忙しい」という理由や保健指導の必要性を感
じない等の理由で終了率が伸び悩んでいると考える。

16

②特定健康診査の受診率が低いことが影響

医療機関への受診勧奨者については，医療機関受診後の保健指導参加を勧めていること
と，特定健康診査の受診者が少ないことが終了率が低い要因と考えている。

1

特定健診の受診率向上2

特定健康診査の受診率が低いため，保健指導率の向上が難しいです。今後は訪問など個別
に勧奨を勧めようと考えます。

3

日頃から気になることは保健師等に相談できる体制があり，健診結果が届くと町で実施する
通常の健康相談等で指導を受ける人もいる。個別での指導は敬遠する。

4

③その他

当市の平成21年度の実施率の目標値は30%であり達成できていると思われる。平成22年度は
35%，平成23年度は40%，平成24年度は45%の目標値である。

1

法廷報告は年度途中であるため，利用率に比べ終了率がかなり低くなる。2

 

【被用者保険・国保組合】

①保健指導の体制（日時・内容・周知等）の工夫

被保険者が広範囲で勤務しており，時間・場所等の設定がむずかしい。1

連続して特定保健指導の対象となっている者の支援拒否や途中脱落防止のため，保健指導
の内容に工夫が必要

2

被保険者は積極的支援対象を中心に個別契約機関で実施。今後自前で動機付け支援実施
予定。被扶養者は個別契約機関で実施しているが２年目を迎え辞退者が続いた。

3

指導計画を立てることができなかった。認識不足により中断者が多かった。4

保健指導は強制ができない為，該当者の指導が進んでいない。そのため，現在は職制など
を通じて半強制的に指導を受けさせるよう検討中。インセンティブも検討中。

5

勤務時間内に行うため，時間調整が大変である。担当者を通じてPRを行っていきたい。6

被保険者に対しては保健師等に職場に来て貰えるので実施が容易であるが，被扶養者に対
しては，場所の選定等があり，実施がむずかしい。

7

保健指導の初回面接は相当数実施してきたが，最終まで到達していないケースが多数あっ
たので，今後は，初回面接実施者を確実に修了者にもっていくこととしたい。

8

指導実施率は低迷。委託先指導業者との委託事項等再度協議等，指導への参加率アップに
向けての取組強化。

9

広島県の一部（被保険者）のみ対象で行った為，平成22年度は，40歳以上の全被保険者・被
扶養者を対象

10

被扶養者に対して：参加しやすい環境（場所等）をより整備していく。11

被保険者については，保健指導にITを導入する等の工夫により，向上を図る予定であるが，
被扶養者についてはほとんど実施できていない。要因として実施機関が少ないこと，自己負
担額が高いこと，健診から利用券送付まで期間がかかっていることなどが考えられる。また，
健診も同様だが被扶養者の属性は地域ということも要因のひとつ。被扶養者については，実
施機関の拡充と市町との連携強化。

12
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被保険者及び被扶養者のいずれも受診率向上を図る必要がある。受診率が低い要因として
は，制度の周知不足，自分で検診機関を選択し予約する手間がかかることなどが考えられ
る。対応としては，まず，被保険者等への通知やパンフレット等をより分かりやすい内容とす
るよう見直すなどの検討が必要と考えている。また，被保険者については，通院ドックの場
合，受診者がその日のうちに初回の保健指導を受診できる方法等を検討する。なお，被扶養
者については，まずは上記の特定健診の受診率向上策による保健指導の受診率への効果を
見定めたうえで更に検討する。

13

特定保健指導の実施体制が十分に確立できていない。次年度は被扶養者の特定保健指導
も本格的に開始することを検討する。

14

国保組合の特性として保健指導の対象者が県内各所におり，県内全市区町で平日夜間や休
日に初回面談か受けられるような体制づくりや集合契約の拡充を希望する。

15

医療従事者が生活指導を受けるということに抵抗があるのではないか。今年度まで1割負担
としていたが来年度は無料としたい。

16

自己負担を無料にし，多くの対象者の都合の良い日に合わせて保健指導を実施していきた
い。

17

被保険者，被扶養者ともに制度をよく理解してもらう。18

対象者自身が保健指導の重要性を必ずしも認識できていない。19

今後の方策:個別に電話をかけて指導を受けてもらう。20

特に，被保険者の特定保健指導実施率が低い。⇒　事業主の協力を要請し，安衛法の健診
事後指導と一体化して実施していただく。

21

②財政面の課題

費用がかかりすぎ財政的に厳しいため積極的に取り組めない。1

多額な納付金支払により実施できなかった。平成22年度から事業を開始し，徐々に地域を拡
大していく計画である。

2

③その他（計画通りに実施）

計画通りに実施できている。終了率についても問題ないと考える。1

計画どおり実施している。今後の実施率向上は，事業主との連携をさらに強化し，利用しや
すい体制を整えることが重要。

2

 

２　特定健康診査相当の検査結果証明書提出状況

○証明書の提出を「求めている」方法

【市町国保】

平成22年度から実施の別紙「けんこうウェルカムキャンペーン」に参加するにあたり，市の健
診以外の健診を受診した人には，受診結果の写しをいただくことで得点としている。

1

受診案内パンフに「職場の健診，自分で人間ドック等を受診される場合の結果の提出」をお
願いしている。

2

人間ドック等を受診された方に結果書の提出を求めている。3

本人に検査結果を提供してもらっている4

 

○「求めていない」理由

【市町国保】

①治療中の検査結果では不足項目がある。

不足項目があるため特定健診とみなすことができない。1

通院治療における検査結果は，特定健診内容が不完全であり，不足する検査のみ実施する
しくみがないため提出は求めていない。

2

特定健康診査相当の結果が見込めなかったため。3

②医療機関との連携不足。

医療機関または個人ごとに検査項目・様式が異なるため保険者側の受け入れ態勢が困難な
ため。

1

地元医師会内で特定健診自体に否定的な意見が多いため，個人の自主的な結果提供にと
どめている。

2
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通院中の人の特定健診受診は任意としており，かかりつけも島内の医院が多いため，証明書
の提出は求めていない。

3

③費用がかかる。

証明書は費用がかかると思われるため。ただし，他の健診結果（人間ドック等）を本人から提
供していただくことは実施している。年間約260件（平成21年度）

1

対象者の負担であり，予算措置もしていないから。また実施しているところに状況を聞くと数
件の提出に留まっていると聞くから。

2

④対象者が把握できない。

対象者の把握ができていない。医療機関等に対しての事前説明・連携ができていない。1

これまで未受診者の分析をしていなかったため，通院中の者の未受診者が多いことが分か
らなかったので証明書の提出まで求めていなかった。

2

⑤データ提供として依頼している。

特定健診未受診者に対し受診券を送付すると同時に，各自で特定健診を受診している場合
は，データ提供の依頼も行っている。データ提供いただいた場合は提供料を振り込んでい
る。

1

⑥その他（想定していなかった等）

治療中の者については，検査結果を収集することは想定していなかったため。1

今後は受診率の達成のため検討していく予定2

証明書を要求するに当たっての実施内容，実施体制等が整っていないため。3

【被用者保険・国保組合】

①通院中の確認は行っていない。

通院中の確認は行っていないため。1

現時点では，保健指導を重点に実施しているため，通院中の未受診者への対応等は実施し
ていない。

2

通院中か否かについて把握していないため，特に証明書も求めていない。3

通院の実態がつかめないので，問い合わせがあった場合，独自で作成している報告様式に
記入の上，提出させている。

4

当該者を特定できない。5

②受診率が低くない

健診率は想定範囲内にあるので，受診率アップのための取り組み課題としては優先度が高く
ないと考え，また，医療機関受診者に対しては，当面，医療機関のフォローを期待している。

1

今後取り組みが必要なことはあるが，受診率は低くないと認識しているため。2

③今までは，被保険者の指導に注力

被扶養者のパート勤務や被爆者検診の結果が紙ベースで数件提出されたが，データの不備
が多く，ほとんど利用できなかった経験があるため，今は被保険者分に力を注ぐ予定。

1

これまでは被保険者の指導に注力し，被扶養者には手が回っていなかった。本年度からイ
ンセンティブを含め積極受診の取り組み中。ただし，当健保は保健指導の終了率と改善率
の向上が最終目標であり，限られた費用と工夫は保健指導実施に集中することとしている。

2

④マンパワー不足

人的体制の限界により対応できない。1

マンパワー不足。2

⑤その他（考えていなかった,未受診理由は別にある等）

証明書を提出してもらうよう取り組んでいない。1

その様な取組みは考えていない。2

この調査を受けるまで考えたこともなかった。受診率の数値の上昇対策ではなく，あくまでも
特定健診を受けて頂くことを念頭に置き，受診を促す対策を主眼に行っていきたい。

3

本人がいやがるため（それに係る費用が患者負担となるため），特に求めていない。4

がん検診とセットで実施しており，通院中の方も受診されているため未受診の方の理由は別
と考えています。

5

特定健診の受診方法は，集合契約に参加した健診機関又は市町が実施する住民健診を基
本としており，証明書による方法は対応が困難

6
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病院へ行かれていても特定健診は受診してもらっているから。7

当共済組合の被扶養者については，通院中，治療中であるか否かの別と関わらず特定健康
診査及び特定保健指導制度の周知に力点を置いて取り組んでいる。

8

 

○　検査結果証明書の独自の取組への考え

「考えている」場合の内容

【市町国保】

国保被保険者が人間ドックを受診した医療機関に対して，本人に健診結果を送付する時に
健診結果のコピーを成人健診課へ送付するお願いのパンフレットを1月中に医療機関に依頼
して廻る予定としている。

1

独自になるのか分からないが，かかりつけ医等で特定健康診査と同時のものをしている人に
ついてデータを持参してもらって結果に取り込まさせてもらうよう検討していく。

2

 

【被用者保険・国保組合】

（１）被扶養者への啓蒙方法の改善，（２）保健指導の徹底による終了率・改善率の向上に集
中するよう計画しています。

1

 

３　医療機関からの「情報提供」により，データを入手する方法への今後の取組

○取り組む場合，「保健指導が実施困難」な理由

【市町国保】

保健指導を外部委託し国保連での支払い方法をとっているため，治療開始となると対象外と
なり支払いができないシステムとなっている。

1

対象人数と対象者の疾病状況によって対応の可否が分かれる。2

実施可能の理由：特定保健指導ではなく，一般の保健指導として可能。ただし，本人への説
明・同意は取ってほしい。しかし，一般保健指導に時間がとられると特定保健指導にかける
時間がなくなり，指導終了率の低下を招く可能性がある。

3

ご検討中の「情報提供」はとてもすばらしい案と思いますが，実際，多くの医療機関に周知徹
底できるのか不安に思います。

4

外部委託している動機づけは委託先との日程調整が困難である。積極的な町保健師により
実施しているが，やはり他の事業もあり日程等調整が困難である。

5

【被用者保険・国保組合】

全員対象とはいかないが，優先度の高い方から実施します。（被保険者についても同様に優
先順位を設けて実施しています。）

1

保健指導の重要性は十分認識しているが，特定保健指導は治療中の者は除かれているこ
と，人的体制の面から実施困難であること。

2

 

○「取り組みは考えられない」理由

【市町国保】

本提案では，主に受診者および実施機関において混乱が生じるものと考えられるため。1

 

【被用者保険・国保組合】

事務処理・財政的な問題，他の取組を強化する。

もし医療機関において治療の一環として特定健診の一部を実施をしている場合，残りの検査
をどのように“保険外”である健診として請求処理されるのか，保険診療との境界が不明確に
なるのではないかを懸念する。

1

事務処理が煩雑になるため，取組みは考えていない。2

当共済組合では受診券番号を広島県社会保険診療報酬支払基金を通して行っている。個
別で全国の検診機関との契約をするのは無理。

3

現状で計画どおり実施できている。特定健診の目的は，生活習慣病を未然に防ぐことで，効
果が薄いと考える。

4



（　　）140

実績上の受診者数を増やすことができても，抜本的な受診率の向上に繋がる施策とは考えら
れないため。

5

財政的な問題6

要員不足のため，現在は問2－1，2－2の通り，被保険者を中心に保健指導の徹底を図るよ
う，費用・工数を集中しているため。治療中のものではないが，受診率の向上のため被扶養
者（パート等）受診者の健診データの提供依頼によるデータの取り込み（インセンティブ含む）
を計画中であり，この方が受診率の向上に直結するものと考えている。

7

医師の説明不足等で行われた場合，特定健康診査情報提供票が本人の意向に反して提出
される可能性がある。

8

保険者が希望する最大公約数ではないと思う。9

現時点では，日帰り人間ドックの結果，特定保健指導の対象となった者に対し，自前に保健
師より生活習慣改善の支援を実施し，保健指導実施率，改善率ともに国の参酌標準を達成
するよう取り組んでいくこととしている。

10

現時点での考えは問2－1イの回答と同じ11

当初の計画どおり順調に推移しており，費用をかけて新たにデータを入手することは，考え
られない。

12

取組みはまだ未定と言う意味で２３年・２４年の実施は難しいと思われる。13

当健保組合が作成した計画（事務処理体制，情報提供料）をもとに，被扶養者への特定健康
診査，特定保健指導の底上げ等を強化していきたい。

14

がん検診とセットで実施しており，未受診者の理由は別にあると考えています。今後フォロー
していく予定です。

15

現時点では不明16

年に一度の通院の人たちにも特定健診の受診を勧めているので。17

被扶養者に係る特定健康診査の受診率の向上に的確に対応できる特定保健指導の実施体
制が必ずしも十分には整えられていないため，当面，体制整備を優先させたい。

18

 

４　生活習慣病などで治療中の者に対する特定保健指導以外の保健指導の状況

○保健指導対象者の選定方法

【市町国保】

主治医からの選定・データからの選定等

糖尿病性腎症重症化予防事業において，主治医からの選定1

某総合病院のヘルスアップのモデル事業はあるが全市的な取り組みはしていない2

特定保健指導対象者を除き，血圧，脂質，血糖，肝機能の判定で要指導・要医療の人を抽
出している。

3

特定健診の結果でメタボ判定該当又は予備群の人（特定保健指導該当者を除く）4

特定健康診査の結果によりデータを抽出し対象者を選定している。5

血糖値，中性脂肪，血圧値が基準値以上で受診していない者6

21.22年度は糖尿病に重点をおき実施。7

 

【被用者保険・国保組合】

産業医による選定，希望者等

治療中の者に限定しているわけではないが，前期高齢者のうちの希望者に訪問健康指導を
実施している。

1

被保険者の希望者2

人間ドック・定期健診結果を産業医，保健師がチェックし選定する。3

被保険者は定期健康診断成績に応じて。被保険者・被扶養者ともに人間ドック成績に応じ
て。

4

未受診者の受診状況確認，受診者の受診後のフォロー5

人間ドック（被保険者＋被扶養配偶者），事業主健診（被保険者）受診者の内，有所見者全員
に対して，所見別の指導及び二次健診・治療受診勧奨レターを発行し，フォローアップを
行っているが，治療中の者についても治療継続と経過報告要請を通じてフォローしている。

6
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定期健康診断の結果の有所見一覧を用い，保健師が選定7

（1）原則，被保険者全員を対象にしている。（2）被扶養者には人間ドック要精密者8

健診結果・有所見者で治療を必要としていない者への受診勧奨。生活習慣病治療者で治療
を中断している者への受診勧奨。重複頻回受診者で希望者に対する指導。循環器系疾患患
者に対する指導（地元大学と共同研究）

9

 

○保健指導の方法

【被用者保険・国保組合】

保健師等専門職による家庭訪問。（外部委託）1

保健師（健保市職員）による面接指導。2

支店巡回健康相談や当診療所での診療の際，指導を実施。3

産業医・保健師による面談。4

面談や電話等でのフォローや内容確認5

人間ドック（被保険者＋被扶養配偶者），事業主健診（被保険者）受診者の内，有所見者全員
に対して，所見別の指導及び二次健診・治療受診勧奨レターを発行し，フォローアップを
行っているが，治療中の者についても治療継続と経過報告要請を通じてフォローしている。

6

保健師が職場を巡回の上，個別面談7

（1）保健師が職場を巡回し，人間ドック，定期健康診断の経年データをもとに保健指導，相
談を実施。（2）保健師による文書によるフォロー

8

文書及び看護師による指導9

 

【市町国保】

教材・キット等を用いて面接及び電話等による。（広島大学大学院への委託研究）1

個別訪問，健診事後相談会，電話相談等で実施している。2

特定保健指導の栄養指導，運動指導と同時実施3

糖尿病予防教室の実施4

一般健康教育で糖尿病予防教室や減塩の料理教室を実施している。5

運動教室の一環で個別面接を行う。6

保健師による家庭訪問，電話7

 

５　当委員会への取組への意見等

○検討中資料に関すること

【市町国保】

治療中の人に係る取扱いについては，診療内容を把握等することで特定健康診査の受診率
向上に有効であると考えるが，実施内容，実施体制等において，検討が必要である。

1

情報提供料の単価がはっきりしていないため検討が難しい。2

本市は平成22年度から特定健診自己負担を無料化しているため，受診者のメリットは少な
い。また，医療機関への情報提供料の予算組みをしていないため，平成23年度実施は困難
に思える。

3

保険診療部分と健診部分を資料4の提供票からどう確認するのか。4

健診を受けた本人が保険者に情報提供すればよいと考えます。今以上，医療機関の事務量
を増やすことはしない方がよいのではないでしょうか。

5

 

【被用者保険・国保組合】

本来，治療中の者には主治医による療養上の指導管理が行われることを前提に，特定保健
指導の対象から除外されているものである。資料1の「2.問題点等」の中で，対象外となって
いることを問題点として扱われていることには抵抗を感じる。
むしろ医療において十分な保健指導が行われることにより，医療保険者は，予備群（未治療
者）への保健指導に特化するなど，特定健診・保健指導全体の枠組みの見直し・検討を要望
する。

1
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　保険者間の状況にバラツキがある。とりわけ被用者保険では母体企業によっても性格が異
なっている。そのバラツキが現状あることを前提にして欲しい。
　今回の取組に反対するものではないが，少なくとも当健保組合にとっては必要性を感じな
い。乗ることもない。むしろ情宣の仕方によっては，当健保組合の加入者を惑わすことになり
はしないかと心配する。なぜなら，第一には特定保健指導等の実施は保険者各々に義務付
けられており，各保険者が自分達の状況に応じた対応を考えて行うよう明記されているから
である。

2

現在実施している集合契約Bによる場合の受診方法とさほど変わらないのでは?3

情報提供料金の設定に関してどの程度で検討しているか。4

 

○委員会取組への感想

【市町国保】

集合契約でこの取組が実施できれば画期的。1

今年度の受診勧奨時に治療中であるため受診しない旨の回答をされた人が多かったため早
期に取り組みたい。しかしながら個別契約では進みにくいため県内すべてで集合契約にし
ていきたい。

2

治療中の者への特定健診の実施については対象者からも医師からも理解が得られにくく，保
険者としても受診勧奨できにくい状況にあるため，このような方法でデータ収集ができたら，
健診費用も対象者の負担も少なくて済み，メリットは大きいと思います。平成23年度の予算要
求は11月末であったため参加は平成24年度から希望します。

3

資料1の3の【Ⅰ】の主治医からの健診受診勧奨は非常に有難いです。ただ，治療のデータが
特定健診によって中断する。主治医で指導は十分できている等の意見も聞いています。県
内各地域の温度差が少なくなるような情報提供を組織にしていただくことを望みます。

4

受診率向上に向けて取り組んでいただけることはありがたいです。復囲測定の方法等正しい
健診の方法について正しく理解していただけるようもう一度医療機関に周知徹底してもらう必
要があると思います。また，治療中の人は健診対象者からはずしてもらえるよう国へ働きかけ
をしてほしい。（治療中 でインシュリン療法やインターフェロン等の治療中の人はメタボ対策
の指導不適切ではないでしょうか）

5

今後も今回のような先進的かつ積極的な取組みを進めていただくことを希望します。6

現状では地区医師会協力を得て受診率向上につなげる方法は，市町単位では困難であるこ
とから貴委員会の取組は有効と思います。

7

受診率の向上も大切だが，特定保健指導を受ける体制づくりについて医療機関の特性を発
揮してほしい。

8

未医療受診者で特定健診未受診者への受診勧奨を実施した方が，医療受診者への受診勧
奨よりも本来の特定健診の意義として高いのではないか。

9

医療機関にかかっている人は，どちらかというと高齢の方（65歳以上）が多く，メタボリック対
策を考えるには，もっと若い方を対象に取り組む方が効果が出ると考えます。

10

治療中の健診受診の必要性が低いことを論拠だて，厚生労働省に要望してはどうか。11

 

【被用者保険・国保組合】

意義ある提案とは思うので，今後，当組合の課題の一つとして，他の課題との関連の中でそ
の優先度，実施力を検討して行く必要はあると考えています。

1

制度がスタートして本年度が中間点であり，今後，国の目標値達成に向け本格的に取り組ん
でいくことになるので，各方面での実施状況などを参考にして，成果をあげていきたいと考
えています。

2

当共済組合の被扶養者の特定健康診査の受診率の向上にも資するものとなるかどうかにつ
いて注目していきたい。

3
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